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1.調 査研究の概要

1.1調 査 の 背 景 と 目 的

「地方の時代 」を標榜 される80年 代 においては,地 方が政治 ・経済 ・社会等各方面で漸新な役

割 を果た してゆ くことが期待されている。 これは,従 来の都市集中化が手詰ま りの状態に陥ってい

るとい うことだけではな く,大 都市 自体が飽和状態を迎え,都 市再開発 とい う方策はある ものの,

今 後は衛星都市化 も含め,人 口の地方への拡散,産 業の地方的展 開が必須的事項になっているとい

う社会的要請 を反映 している。

一 方
,近 年の情報化社会の進展の中で,行 政体,企 業,各 種団体では,機 械化を積極的に導入 し

て,業 務の合理化,効 率化に力を注いできてい る。それ に伴い,汎 用 コン ピュー タ,パ ソコン,各

種OA機 器 などが急速 に普及 ・浸透 してきてお り,そ の発達の勢いは組織体だけではな く,個 人の

レベルにまで至 っているとい うのが現状である。情報化社会にあっては,情 報 と通信 とが融合 した

形で発展 して きてお り,単 にスタン ドアロン的に単体で機能するものか ら遠隔地間の情報伝送など,

通 信のネ ットワーク化が特に脚光 を浴 びて くるのである。

そ こで,本 調査においては,こ うした状況 を背景に,地 域情報 ニーズの高ま りを勘案 し,地 方の

情報面での活性化を促進するために,地 域情報拠点の育成の必要性を認識 した上で調査を行 ってき

た。

調査では,西 日本のそれぞれの地域 におけ る情報拠点の あり方 を探 るとともに,そ の実現方法を

検討 し,ひ いては西 日本地域全体にわたる広範な情報化の展開に資す ることを 目的 としている。

,

,

1.2調 査 の 内 容

本調査は,西 日本地域を対象に昭和55年 度 より過去3年 間,調 査 を行 ってきた。調査 の内容は

次の とお りである。

すなわち,昭 和55年 度 の調査においては,調 査対 象である近畿,中 風 四国の3地 域における

情報流通の実状 を把握 し,そ れぞれの地域の特徴を明 らかに した。 また,昭 和56年 度 調査におい

ては,地 域の情報化の核 としての地域情報センターの概念を示 し,さ らに広島をモデルとした広島

地域情報拠点構想を提示 した。そ して57年 度 は,さ らに この地域情報 センター構想を進めるため

に,ま ず,四 国地域の情報環境の実状調査を行 い,次 に ク リア リングデー タベ ースの構築をと りあ

げ,そ の基本設計を行 った。

58年 度は,本 調査の第4年 目であ り,か つ最終年度で もあることか ら,こ れまでの調査結果を踏

まえなが らデー タ交換 ネ ッ トワー ク体制の形成 を図るため,大 阪通商産業局 と(財)関 西情報セン

ター間で実験 を行い,併 せて システム評価 も実施 した。 なお,こ の システム評価は,広 島,四 国の

両通商産業局で も行 った。

さ らに,ク リア リング情報の整備 とい う観点か ら3通 商産業局並びに(財)関 西情報センター に

よるデー タ整備 を実施 した。その上,将 来の地域情報センターの発展 に向けて今後の問題点を列挙

し,構 想の実現のための手段 を示 した。

(1)



1.5推 進 体 制:',

本調 査は,過 去3年 間と同様に委員会構成を採 り,「 西 日本地域情報拠点形成に関す る調査委員

会 」を設置 して,基 本的 な研究の方向を定 め,調 査全体の検討を行 った。また,具 体的な作業は委

員を中心 とする ワー キング ・グルー プ形式で実施 した。

一方
,具 体的な調査の進め方については,文 献資料のほか,調 査項 目に応 じて,大 阪,広 島,四

国の3通 商産業局の情報処理関連業務関係者か らの ヒヤ リングも実施 した。

1.4検 討 経 過

委員会の審議 日程,専 門委員会 の検討 日程は,表1-1に 示す通 りであb,そ れ ぞれ主 な検討内

容は表1-2に 示 す通 りである。

なお,58年 度の調査vak・け る成果物は,本 調査報告書を中心に,簡 易型デー タベース シス テムの

ヒヤ リング調査票,及 び大阪,広 島,四 国の3通 商産業局で統計書,報 告書を中心 と して行 ってき

たデー タ整備の台帳がある。

表1-1調 査 の経過 日程

項
番

年度 昭 和58年 度

半期 1Q 2Q 3Q 4Q
項 目

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1' 2 3

1 地域委員会
(3回)

1st

↓

(5.18)

2nd

↓

(9.26)

3rd

↓

(12ユ61

2 専門委員会
(3回)

1st

↓

(8.5)

2nd

↓

(11.12)

3nd

↓

(129)

3 基本事項の検討 ` ,

4 ク リア リング
・デー タベー

スの開発

○台帳整備

○簡易型データ

ベースの改良

O大 型データ

ベースの検討

oシ ステム評価

(方 法の検討,

実施,ま と

め)

( ,

、 '

4 ,

`、

1

5 データ交換ネッ

トワークの検討

( 7

6 報告書作成 ' ` ,

(2)



表1-2委 員 会審議経過 内容'

項番 年月 日 主 な 議 題 資 料 内 容

1 58.5.18 1.昭 和58年 度 活動計画 1-1調 査研究の目的

1-2調 査研究のテー マ

1-3昭 和57年 度 までの活動概要

1-4昭 和58年 度 活動計画

1-5昭 和58年 度 活動スケジ ュー ル

2 58,8.5 L昭 和58年 度活動計画

の具体化および今後の進

め方

2-1調 査 の概要

2-2作 業 内容

2-3台 帳 の保管,交 換の あ り方

2-4大 通 局－KIIS間 の デー タ交換の

実験について

2-5ア ル バイ トの手当て

2-6パ ー ソナルコンピュー タ(FM-8)

に よる簡易型デー タベース システム

(報 告書用)マ ニ ュアル

3 58.9.26 1.台 帳 整備,実 験 システ

ムの中間報告お よび今後

の進め方

3-0第1回 地域委員会議事録

3-1ク リア リングデータベースの開発,

デ ー タ交換 ネ ットワー クの検討,中

間報告

4 58.11.12 1.台 帳 整備 お よび システ

ム評価の進め方

2.報 告 書のまとめ方の検

討

4-0第1回 専門委員会議事録

4-1台 帳 整備お よび シス テム評価の進

め方

4-2報 告 書のま とめ方(案)

5 58.12.9 1,実 験 システムの進捗報

告

2.報 告 書のまとめ方の検

討

5-0第2回 専門委員会議事録

5-1実 験 システ ムの進捗状況

5-2報 告 書原稿

6 58.12.16 1.実 験 システムの成果報

告

2.報 告 書原稿の審議

6-0第2回 地域委員会議事録

6-1実 験 システ ムの成果

6-2報 告 書原稿

1.5報 告 書 の 構 成

報告書の構成 としては,第1章 では西 日本地域の情報拠点形成を目指 して本調査 を進めるに至っ

た社会的背景,目 的及び方法等を説 明 してい る。第2章 では,調 査のペース となる地域情報 センタ

ー構想を提示 し
,そ の概念 と機能 を明らか に し,そ の実現への第1歩 として簡易型 デー タベースの

概要に言及 している。第3章 においては,58年 度実施 したシステムの実験について述べ,そ の シス

(3)



テム評価 として行った ヒヤ リング調査の結果をまとめている。第4章 では,ク リア リング情報に関

するネ ットワーク体制の構築に向けて,必 要 となる事項 を提示 している。また,最 後の第6章 では,

本調査の全般のまとめとして,地 域別席報拠点の形成およびあり方等について提言を行っている。

(4)



2.地 域 情 報 セ ンター の構 想 と機 能

2.1地 域 情 報 セ ン タ ー構 想

西 日本地域は,た だ単 に面積的に広域であるとい うばか りで なく,瀬 戸内経済圏を形成 して 日本

経済の中でも中枢的地位 を占めているなど極 めて重要 な役割 を果た してい る。

その反面,西 日本地域 を構成する近畿,中 国,四 国の各地域は,そ れぞれが地理的,社 会的圏域

を形成 してお り,必 ず しも同一の環境下に置かれてい るわけではない。

そ こで,近 畿,中 国,四 国の3地 域の情報化を進展 させ るためには,各 地域の実状 に応 じた方策

を講 じる必要が ある。 したが って,基 本的な考え方 として,情 報処理はそれぞれの地域で行 うもの

とす る。 そのため,各 地域には情報核機 能としての地域情報セ ンターの設立が必要 となって くる。

地域情報センターは,地 域内ネ ッ トワークを形成 し,各 地域の情報化を推進するための核 と して

位置づけ られ る性格 のもので ある。地域情報 センター構想の概念図(図2-1)に 示 され るような

地域情報セ ンター とサプセンター群のネ ッ トワー クを地域情報 センター構想 と名付けてい る。

地域情報 センター としては,① 公共性,② 独立採算制,③ 先進性,を 有 した多様 な機能,④ 適度 な

設備 とマ ン ・パ ワー を有する こと,な どを配慮 した ものになっていることが望ま しい。

地域情報 センター構想が具 体化 し,各 地域で醸成,充 実されれば,各 地域の有機的な連携が図 られ,

有 益な情報 をネ ットワー ク網 で得 られる体制が確立され る。

2.2地 域 情 報 セ ン タ ー 機 能

地域情報セ ンターの機能 としては,図2-1で も示 した ように,① ク リア リン グ機 能,② 情 報

流通機能,③ 情報加工発生機能の3つ の機能 を想定 している。段階的には①→②→③の順で,よ り

高度 に発展 してい くだろ う。

第1ス テ ップとしてのク リア リング機能は,地 域情報センターの最 も重要かつ基本的機能 と して

位置づけ られ る。 各サブセンターが保有す る情報,生 成す る情報 を把握 し,情 報所在情報 として提

供す ることは,そ れぞれ の地域における情報集積,情 報サー ビスの第一歩であろ う。 そのためには,

各サ ブセ ンターにおける情報,資 料の整備が前提条件 となる。情報発生源において,何 ら資料が整

理 されなければ,そ こか ら生まれ る情報の価値はほ とん どな くなって しま うと思われる。それ故 ,

サ ブセ ンターの資料整備が不十分 な場合,ま ず 資料の整備を積極的に推進すべ きである。

第2ス テ ップとしての情報流通機能は,ク リア リング機能の次の段階の もの として位置づけ られ

る。 これは各サ ブセンターが保有,発 生する情報 を地域情報センターにおいて一元的に管理 し,流

通させ ようとい うものである。

情報 サー ビスを実施す るためには,で きれば,こ の段階まで地域情報センターの機能を高めてお

くべ きであろ う。情報利用の促進において,情 報の入手の簡便さはやは り必要不可欠 なことと思わ

れるか らで ある。

第3ス テ ップとしての情報加工発生機能は,地 域情報 センターのサー ビス として も最 もハイレペ

(5)



他地域

▲

地域情報 センター

:=二 ⇔:晶 ㌶二:機能 ぐ
●情報加工発生機能

サ プセ ンター

●一次情 報の

蓄積

"

サブセン ター

・二 次情 報の

発生

サ プセ ン ター

●デ ー タベ ー

スの 構築

サ フセ ン タ ー

・資 料室 の 充

実

図2-1地 域情報 センター構想の概念

ルな もの として考え られる。

各サブセンターの情報の単 なる管理か らさ らに一 歩進み,総 合的な視点か ら情報の整理 を促進 し,

新 たな情報 として加工す ることは,情 報の より高度な利用 を促す ことがで きるだろ う。 さ らにデー

タベースの構築は,情 報の体系化 とい う点か ら大 きな力を発揮す るであろうと考え られ る。

いずれに して も,こ の段階のサー ビスは,地 域情報 センターの運営が相当程度,軌 道に乗 った段

階 でなければ実施す ることはむずか しい もの と思 われ る。 また,地 域情報 センターにそれだけの技

術的 ノウハ ウの蓄積 も必要 になって くる。

・(6)



本調査ではク リア リングサー ビスの実施 を目標に地域情報 センターの運用体制について も若干検

討 している。

2.5ク リ ア リ ン グ デ ー タ ベ ー ス の 構 築

地域情報 センター構想の具体化 を図 るために,本 調査 ではデー タベースを利用 した クリア リング

情報 システムの構築 を考えてい る。デー タベニ スとは複数の処理 目的により共有 されうる相互に関係

づけ られた冗長 の少 ないデー タの集 まりをいい,デ ータを統合化 し,一 元化 した管理 を容易にす る。

(図2-2参 照)

⇒

(a)従 来 ファイルvak・け る処理 中心の概念(b)デ ー タベースにおけ るデー タ中心の概念

図2-2処 理 中心か らデー タ中心へ

「

大量の情報を迅速に効率 よ く処理 するという点からみれば 大型コンピュータによる大型データベース

の構築が理想的 である。しかしながら,大 型コンピュータの運用については,ユ ー ザ側できめ細かにと り

きめを作 って体制を整えてい るとい うこともあ り,業 務部門内外で調整を要するなどむずか しい点

が ある。

そ こで,最 近,日 進 月歩 で発達す る技術 とそれに伴 う価格低下および普及度,操 作性などか ら,

当面パ ソコンに焦点をあて簡易型デー タベース システムの構築に向けて研究 しようと した。パソコ

ンが,大 型コンピュータと比較して優位な点は日本語情報(漢 字)処 理が大変簡単に行えるとい うことで

ある。それ故,本 調査 で も漢字,英 数字,カ ナで構成され るデー タを取 り扱 ってい る。

一方
,パ ソコンには メー カ間での互換性が少ない とい う難点がある。 この点を差 し引いて も,パ

ソコンを利用す ることに よって コン ピュー タ リーダブルな形での情報流通が フロッピーデ ィスクや

公衆電話回線を介 して簡単に行える ようにな ってきたことは注 目に値す ることである。そのため,

本 調査 ではク リア リング機能を備えた地域情報 センターを考える第1ス テップとして,簡 易型デー タ
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ベースの構築を検討する こととしたのである。

当簡易型デー タベースは,漢 字使用の情報検索 プログラムであるPARAM-Kf(高 電社発売)を

図書検索用に改 良した ものである。 したがって,PARAM-Klが 有 している特徴の他に,い くつか

の機能が付加されてい るが,そ の主たる特徴 を示す と次の よう'になる と思われる。

①JIS第1水 準の漢字が使用可能 である。

②8イ ンチ フロッピーデ ィスクの採用に より,大 容量のデー タ蓄積が可能である。

③ データの入 力,検 索,更 新,修 正,印 刷が対話型 でできる。

④ キー ワー ドによる高速検索機能が付加され る。

⑤ 印刷形式の複数個指定が可能で ある。

⑥ データへの ランダムアクセスが可能 である。

⑦ ソー ト機能がある。

⑧ データチェックのためのダンプ機能(漢 字,漢 字 コー ドー16進)が ある。

以上の機能を有 した,ク リア リングデー タベー スを構築 して,次 章で述べ るデー タ交換 ネ ットワ

ークの実験 を行ったのである
。
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3.パ ソ コ ンに よ る デ ー タ交 換 ネ ッ トワ ー ク とそ の評 価

5.1デ ー タ 交 換 ネ ッ トワ ー ク の 概 念

地域情報 センター機 能 の1つ に ク リア リング情報提供が あることは前述 した とお りで ある。本

機能を充分に働かせ るためには,地 域内のク リア リング情報 を地域に提供す るだけでな く,地 域外

の情報セ ンターが持つク リア リング情報の提供をも当然,行 わねばな らない。

また,地 域情報 センターが行 う情報提供については,そ れぞれの地域に点在するであろ うサ ブセ

ンターにおいて も同等の機能 を持たせ る方が より効率的であろ う。す なわち,ユ ー ザ に と って は

最寄のサブセンター に行 くことにより,必 要 な情報を得 ることがで きることになる。

そのためには,地 域情 報センター間,あ るいは地域情報センター とサ ブセンターの間に恒常的な

デー タ交換体制 を構築す る必要がある。 この時,注 意すべきこととして,ど の ような方法によるデ

ータ交換 を行 うか とい うことがあげ られ よう
。単に台帳のみに よる場合,簡 易型 データベースを利

用する場合,大 型 コン ピュータにデータベースを構築する場合 などが考え られよう。

台帳のみに よる場 合は,も っとも単純な方法であ り,そ れぞれ のサ プセンターが整備する台帳 を

地域情報 センターにおいて集約整備 し,地 域情報センター間で交換すれば よい。 この方法 で決めて

おかねばな らない ことは,台 帳の フォーマ ット,更 新期間等であろ う。

大型コンピュータにデータ!〉スを構 築 した場合,問 題は少 し複雑になる。 まず,端 末機を どこまで設

置するかである。 地域情報 センターのみに設置する場合 もあるだろ うし,サ ブセンターにまで設置

する場合 もあるだろ う。 さらに,ポ ー タブル端末を用いることも考え られ る。いずれにおいて も,

費 用の問題が ある。 もう1つ の問題点 として,入 力をだれが実施するのか とい うことが指摘できよ

う。すべての入力を大型コンピュータのある地域情報セ ンター で行 う方法 と,そ れぞれの地域情報センタ

ーで入力す る場合 とが考え られ る(サ ブセンターでの入 力はデー タ保護の点か ら避けるべ きである)
。

この場合,入 力場所 までは,台 帳のみの場合 と同様の方法でデー タが収集され る。

簡易型デー タベー スを利用す る場合は,さ らに複雑になる。問題は大 き く2つ に分けることがで

きるだろう。1つ は,大 型コンピュータの場合にもあったが入 力を どこがす るか とい うことである。そ し

て,も う1つ は システムの問題で ある。

まず,シ ステムの問題であるが,次 の2つ の考え方が ある。

① サブセ ンターにすべ て同等の ソフ トを構築 し,そ の場所で検 索する。 したが って,全 地域

のデー タがそれぞ れのサブセンターに集まってい なければな らない。

② それぞれのサ ブセンターにはそれぞれの地域のデー タが あり,他 地域か らの検索 も可能 と

する。 したが って,検 索時は個々のパソコン同士がホス ト←〉ター ミナルの関係を持つ。

本調査では,前 者の立場 で進 め ようとしてい る。分散処理の考え方か らすれば,後 者のような体制

になる ことが より望ま しいわけで あるが,第1ス テップとして前者か らスター トする ものである。

次に,入 力の問題であるが,サ ブセンターで入力するか,地 域情報 センターで入力するか とい う

ことになろ う。 サブセンター で入力す るとすれば,地 域情報 センターの役割は フロッピーディスク
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のデ ィス トリビ ュー タ(デ ー タをFDで 交換する として)に なる(図3-1)。 一 方,入 力を地

域情報センターです ることも考え られ る。 しか し,今 後サブセンター と見なされる組織においては,

パ ソコン等に よる管理が普及す るであろ うか ら,サ ブセンターでの入力の方が より効率的であると

い うことはで きよ う。

この ように,FDを 用 いてのデー タ交換 を考えた時,機 種 の相 違 に 伴 う互 換 性 の 問題 が 発生

する。現在のパ ソコンでは,ほ とん どの場合機種が異なるとそのFDは 読 めない。 また,場 合に よ

っては5イ ンチ と8イ ンチ といった物理的な違いもあるか もしれない。そ こで,互 換性 を持 ったデ

ー タ交換の方法を考える必要がある。 本調査では,こ の点 を確かめるべ く実験 を行い,デ ー タ交換

の可能性を実証 した。 この点につ いては,次 節に詳述する。

他地域
×

」 `

',

q.

11ノ ↑・!

地 域 情 報 セ ン タ ー
'一 一し一_← 一さ一一－L- 、
,ノ ノ 、.`

入 鳳 ,̀入

1い ブセ・・一 川 サブセン・一
サブセンター1

図3-1デ ー タ交換 ネ ッ トワークの概念

5.2デ ー タ 交 換 の 方 法 と実 験 、

当該地域で構築 した簡易型デー タベースの ク リア リング情報を如何 に してス ムーズに各地域間に

流通 し,ま た,有 効に活用する ことが 出来るかを考えた。

当面対象に考えているパソコンを用いた情報流通体制では,情 報の交換 を考える必要が ある。そ

のデータ交換の方法 としては,フ ロ ソピー ・デ ィスクを利用する方法 と通信 回線を利用す る方法の

2通 りの方法が考え られ,本 調査では両 睨みで検討 し,実 験 を行 うこととした。

実験は,(財)関 西情報セ ンター と大阪通商産業局 とのデー タ交換 を行 うものであり,機 種,内 容

等については次の とお りである。

(a)機 種
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,

●

財 関西情報 センターFM-8(F-・BASIC)

大 阪通商産業局IF-800モ デル30(CP/M)

(b)デ ー タの内容

デー タの中味は,次 の とお りであ り,実 験 デー タとして入力 した。

① 文献検索のための プログ ラム

② 文献デー タ(漢 字デー タ)

(c)デ ー タ交換の方式

① フォー マッ トの異なる機種間でのデータ交換 を行 うために,IBM7ォ ー マ ッ トのフロ ッピ

ー ・デ ィスクを介する方法。

② 音響カプラー を利用す ることに より,公 衆電話回線 を介する方法。

上記の2方 式 による実験 の概要 と結果 は以下 のとお りである。

(1)フ ロ ッピー ・ディスクを利用 した実験

この方法は,フ ォーマ ッ トの異 なる機種間でのデー タ交換をIBMフ ォ ー マットの フロッ

ピー ・デ ィスクを介する ことに より可能 と した ものである。(図3-2)

Q
●一ーー

コ ン

大阪通商産業局

(IF-800)

_,厨_,
IBMフ ォーマ ットFD (財)関 西 情報センター

(FM-8)

図3-2フ ロ ッ ピ ー ・デ ィ ス ク を 利 用 す る方 法

フロッピー ・デ ィスクには,そ の大 きさ,使 用面の違い,ト ラック数,セ クター数及びセ

クター長等の規格がある。一般に これ らの規格が同一 でも機種が異 なる場 合は,文 字 コー ド

の体系(JISコ ー ド,EBCDECコ ー ド等),DOS(デ ィスク ・オペ レーテ ィング ・システ

ム)に よるファイル管理 の方法等の違いか ら内部 フォー マ ットが異 な り,互 換性がない。 し

か し,8イ ンチ ・フロッピー ・デ ィスクを利用す る場合は,IBMフ ォーマ ットに変換 し,デ

ー タ交換 を行 って い るのが普通 とな っている
。

IBMフ ォー マ ットは,IBMが1972年 に発表 した フ ロ ッピー ・デ ィスク装置 を採用 し

たIBM3740デ ー タ・エ ン トリー システムに用い られ始めた。 これは,従 来のパ ンチ ・カー

ドに よるデー タ作成の イメー ジを全 く変えた ものであった。

その後,IBMは 光 学式文字読み取 り装置,デ ー タ通信 システム等に この フロッピー ・デ ィ

スク装置 を実装 した製品を発表 した。 他の周辺機器 メー カも フ ロ ッ ピー ・デ ィスク装置 の

開発に着手 したが,市 場 のニースはIBM製 品 との互換性 を強 く要望 したため,IBMフ ォー

マ ットの もの となってい った。,
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この ように して,デ ー タ ・エン トリー用 として開発 され,汎 用機 を中心 として使用された

フロッピー ・デ ィスク もその信頼性が確認され るにつれ,フ ァイルとしても使用され,フ ロ

ッ ピー ・デ ィス ク装 置 を低 価格 ラン ダ ムア クセ ス 記憶 装 置 として,オ フィス ・コン ピ

ュー タ,イ ンテ リジェン ト・ター ミナル,マ イコン及 び ミニ コン等,種 々の分野に幅広 く

普及 してい ったのである。その後,フ ロッピー ・デ ィスクの記憶容量を増大させる要求が あ

り,IBMは,同 じ8イ ンチで両面,さ らに両面倍密度(IBM3741型 で使用)の フロッピL-・

デ ィスク装置を発表,他 の メー カ も追随 し,技 術の進歩に より高密度の記憶が可能な径の

小さい フロッピー ・デ ィスクを開発 し,現 在に至 っている。

現在,8イ ンチ,フ ロッピー ・デ ィスクの主流は,両 面倍密度(IBM3741型)で あ り,

77ト ラ ック,26セ ク ター/ト ラック,256バ イ ト/セ クターの規格を使用 している。

IBMフ ォー マ ッ トに よるフロッピー ・デ ィスクをパ ソコン,ミ ニコン等の ファイルとして

使用する場合,次 の ような欠点がある。

① 基本的に シー ケンシャル ・ファイルであり,一 度作成 した ファイルの容量を拡張するご

とが難 しい。

② 固定長が基本 になっているので,無 駄が生 じ,可 変長の レコー ドを扱 うことが難 しい。

③ 複数 セクター ・アクセス(ス キュー)の 方式 をとってい るフォーマ ットと比較 して時間

がかかる。

④ 他の フォーマ ットに比べ,フ ァイルの収容数が少ない。

(片 面単密度19,両 面倍密度71)

上 記 の問題解決 のた め,フ ァイル として フロ ッピー ・デ ィス クを使用す る場合より使いや

すいフォーマ ッ トを各 メー カ が 独 自仕様で考案 した。 それ 故,メ ー カ毎 に 内部 フォーマ

ットの違いが生 じた もので ある。

しか し,8イ ンチのIBMフ ォー マ ットは汎用機 を中心 として使用された歴史 的経 緯 か ら

利用範囲が多い。

Oフ ロッピー ・ディスクに よるデー タ交換の実験結果

データ交換の実験は次のとお り行 った。

①FM-8を 利 用 し,FM-8用 の フォー マ ットか らIBMフ ォー マッ トへ変換 した。

② 変換後の フロッピー ・デ ィスクをIF-800で 利 用,IBMフ ォーマ ットのデー タをIF

-800用(CP/M)の フォーマ ッ トに変換 した後,そ の結果 を確かめた。

実験の結果は,概 ね成功であったが,次 の ような問題が若午残 っている。

(a)IBMフ ォーマ ッ トは,汎 用機を中心に利用された ものであるか らEBCDECコ ー ド体系 を

使用 しているが,パ ー ソナル ・コン ビ=一 夕は,ほ とん どの機種 でASCIIな い しJISコ ー

ド体系を用いてい る。 また,EBCDECコ ー ドは標準の ものの他,カ ナ文字対応,英 小文字

対応等,数 種類存在 している。

したがって,EBCDECコ ー ドを介 して数字 あるいは英大文字以外の文字のデータを交換す
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る際には,JIS→EBCDEC,EBCDEC→JISの コー ド変換の対応を確実に行 う必要が あ

る。

今回は,IBMフ ォー マ ットのフ ロッピー ・デ ィスク上のデータをIF-800用 の ものに変

換す る場合,変 換 プログ ラムのEBCDEC→JISコ ー ドへの変換の対応テー ブルを一部変更

する必要が あった。

(b)固 定 長(256バ イ ト)でJISコ ー ドのままIBMフ ォーマ ットに した もの をIF-800用

の フォーマ ッ トに変換 した場合,問 題はなか ったが,可 変長 デー タ ・ファイル(具 体的には

BASICの プ ログ ラム ・ファイル)をEBCDECコ ー ドに変換 したIBMフ ォーマットか らIF

-800用 の フォーマ ットに変換を行った場合,変 換することは出来たが,変 換前は,も との

FM-8用 の ファイル と同 じイメー ジにはな らなかった。

これは,FM-8用 の フォーマ ッ トか らIBMフ ォーマ ットに変換 する場合,可 変長デー タ

の論理 レコー ドと論理 レコー ドの区切 り以外 に,余 分な区切 りの文字 コー ドが付加された こ

とが原因 と思われる。

付加された文字の種類は次の とおりである。

① ファイルの先頭に,Zバ イ ト(CHRS(&HD)+CHRS(&H19))文 字が付加されてい

る。

②(a)で 述 べたことと関係が あるが,IF-800の 論 理 レコー ドと論理 レコー ドの区切 りは

復帰,改 行文字(CHRS(&HD)+CHRS(&HA))で な いといけないが,変 換 した ものは

CHRS(&HD)+CHRS(&H19)と な っていた。
　

③FM-8の フォー マ ットか らIBMフ ォーマ ットに変換す る場合,物 理的 なセクターか らセ

クターへの変わ り目で,復 帰 ・改行文字(CHRS(&HD)+CHRS(&HA))が 付 加されて

1つ の論理 レコー ドが2つ に区切 られた。

④ ② と③の状態が重 なって起 きている場合,す なわ ち,論 理レコー ドの区切 りとセクター

の区切 りが重な ってい る場 合,そ の区切 りの文字 コー ドが一部分不規則に並んでいた。

以上の点を考慮 して,IBMフ ォー マ ットか らIF-800用 に変換 した ものを さ らに変 換

するBASICの プ ログ ラムを開発 した。

その リス トを次に示す。(表3-1)

これ に より,一 応 うま く読み出せる ようになった。

(c)整 数,単 精度数及び倍 精度数等の数値デー タをそれぞ42バ イ ト,4バ イ ト及び8バ イ ト

等,内 部表現のまま変換 した文字列で交換する場合,ま た,漢 字 デー タを交換す る場合,機

種に よって同 じ値でも,そ の内部表現が異なるのでBASIC等 の プログ ラム移植に対 して考

慮する必要が ある。
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10'● ● 了RANS-PRO6R員W#or.TRA凹SOf6●SlC,RO6良AH・('n6}一 ●・Vo'.-1.`・ 一一一

20'一 ーーーーーー一－writt●h8yS.n晶t■uj・ 一ーー一一●一ー一・一●●一一 ●一.一 ーーー一

30CLε 禽R・.

:WIDTH80.25

:INρU・T・Fi:● 胃●●● 《1周}⇒;FA5

:0FE脚FA5FORI阿PU† 良SS1

40lNρUT・ ・Fil.阿8■g(OUT)・;F85『

:IFFgS●F禽5

・THEN-

40

ELSE'

IFF8S● ・.

了HEN

F858・SCR日:.

500Pε 閥F8$FOROU了PUTAS■2

=ρ 川NT

:PRIN了 ・Fil9肘 ●■●(IN)● ・;F高5;† ∩9`34)P負 丁ε6;.(・:OAv⑮;・)』 』・・;TlWε5』

3PRIN〔 ・.Fi1■X● ●●{OUτ)● ・;F8$

:ρRIN了 ・

:TAズ 宣o

・:KA駕 ●o ,・'

52n581NρU了5`2・1)

601FεOF(1}

THεN

CLOSE

ＬIND,

εLSε

R581NPU↑5(1.1}

70:FA5《 》(=H良5``HO)

THE恕

PRIN† ●2・A5:、

60TO60

ELSE

員$●1NPUT$(1,1)

IF角5■CHR${`HA),

TliEN

80

ELSE

IFA$官CHR5(4H19j

†HEN

PRINT82.CHR$(`HO);CH.R$``H臼,;

:60TO`60

801F負$・CHR5``HO}

THEN

PRl翼 下 ●2.A$;'

:禽8■1詞Puτ${1・1)

:PRiNT82・R$;

:lFAs(》CHR5(&H白)

'THEN・

PRINT・ εRROR1・

:60〔060

εLS三

A5●1付PU†$`1・1}

:IFA$■CHR${亀H19)

了HE日

60

εしSε

70

90P5ミ:N7■ εRROR2巳

:GOTO60
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(2)公 衆電話回線を利用 した実験

この方法は,音 響カプ ラーを用い電話回線を通 じて,FM-8とIF-800間 の データ及び

プログ ラムの転送を行 った ものである。(図3-3)

大 阪 通商産業局(IF-800)

音 響 カプラー

(財)関 西情報センター(FM-8)

図3-3公 衆電話回線を利用する方法

r

－般にパ ソコン等のデータ転送方法 には シ リアル(直 列)転 送 とパラレル(並 列)転 送が

ある。

シ リアル転送は通信回線が上 り下 り1組 のチ ャンネルですみ,信 号の干渉が生 じる可能性

も少なh。 一 方,た とえばデータが8ビ ット/1バ イ トで構成されているときに要する時間

は単純 にデー タだけを考えて もパ ラレル転送 では シ・リアル転送の%で すむ。またコンピュータ内

部で処理されているパ ラレル信号 をシリアル信号に変え るための変換回路 も必要 ない。 しか し

なが ら,設 置場所の変更や距離に 自由度 を持たせ た ような コン ピュー タ通 信 を行 う場合な

どでは,デ ータ通信を通信回線な どで行 わな け れ ば な らないので,ど うして もシ リアル転

送 となる。

なk・,現 在市販されているパー ソナルコンピュー タの シリアル1/0ポ ー トは,す べてRS

232Cコ ンパチブルの仕様 となっているといっても過言ではない。

この シ リアル ・インターフェイスの代名詞の ような存在 となっているRS232Cは ,本来米

国EIA(ElectronicIndustriesAssociation)の 標 準化規約の1つ であり,CCI-

TT,JISで も コンパ チブルな規約を定めてい る。

しか し,IF-800とFM-8で は ピン配置が次表の様に異な っている。

(15)



表3-2RS232Cの ピ ン配置図

ピンNα FM-8 IF-800

1 フ レー ム グ ラ ン ド 同左

2 送 信 デ ー タ 同左

3 受 信 デ ー タ 同左

4 送 信 要 求 デー タセ ット準備

5 送 信 許 可 デー タ端末 レデ ィ

6 デー タセ ット準備 送信要求

7 信 号 グ ラ ン ド 同左

8 キ ャ リ ア 検 出 一(未 使用)

20 デー タ端末 レデ ィ 送信許可

RS232Cな どのハー ドウェア的なプ ロ トコル以外にデータを どの ような形式で送 るか と

い うデー タ転送形式を決めなければな らない。

基本的には次の ような ものが ある。

① デー タ転送速度

パ ソコンの場合は,110・v9600ボ ー 程度 を選択で きるが,後 述す る音響カプラーを用

いた通信の場合,300又 は1200ボ ー が用い られる。

Baud(71kL):デ ー タを送 る速さの事 であり,1秒 間 に転送できるbit数

② 全二重,半 二重通信

デー タの送受信が複線で 行 われ るか,あ るいは単線で行 われ るか の違 い である。全

二重通信では,双 方向の通信が 同時に行え る。

③ デー タ ・ビット数

1個 のデー タを扱 うために何 ビッ ト必要か とい うビット数のことである。通常 パ ソコ

ンでは8ビ ッ ト又は7ビ ッ トを用い る。

④ ス トップ ・ビット数

各データ毎の区切 りとして用いるス トップエ レメン トに用い られ るビッ ト数である。 ス

トップエレメン トとは,デ ー タとデータの間に入れてデー タとデー タを区別す るものであり,

1ビ ッ ト,1.5ビ ッ ト,2ビ ッ トの3種 類ある。

⑤ パ リティ ・ビット

データが正 しく転送され たかをチ ェックする方法である。 この ビットを立てた り立てな

か った りすることで,つ ま り"デ ー タ"の"1"が 立 っているビッ トが偶数が奇数かにそ

ろえて,転 送 ミスを見つけ出す ことがで きる。

パ リテ ィ ・チ ェックには奇数パ リテ ィと偶数パ リテ ィが ある。

(16)



(例)デ ー タ構 造(デ ー タ ・ ビ ッ ト8,パ リテ ィあ り,ス ト ッ プ ・ ビ ッ ト1の 場 合)

1 2 3 4 5 6 7 8

,

9 10 11

一
スタートビット データビット(8bit)パ リティ ストップ

ビット ビット

音響カプラーとは 一

公衆電話回線を用 いてデー タを送るための装置 であ り,電 気的 なデータ信号 と可聴周波

数信号を相互変換す る装置で あり,電 話機の送 ・受話機 を用いてデー タ伝送できる。結合

はRS232Cイ ン ター フェイスを用いて行 う。伝送速度は300ボ ー 又は1200ボ ー が用

い られる。

O電 話回線を利用 して行 うデー タ転送の実験結果

デー タ転送の実験結果は次の とおりである。

音響カプラー を利用 し,内 線電話,あ るいは外線を通 じて次の ように実験 を行った。

手順は,TTY手 順(フ リー ライン),転 送速度は300bpl/s,ス トップビット1で 次の4つ

の場合 について転送を行 うた。

① 転送 ビット数8ビ ット パ リティビットな し

② 〃8ビ ット 〃 あり

③ 〃7ビ ット 〃 なし

④ 〃7ビ ット 〃 あ り

く各手順 の結果〉

①8ビ ット・パ リテ ィな しの場合,デ ー タの転送は双方 とも概ね うま くい った。

②8ビ ット・パ リテ ィあ りの場合,デ ー タの転送はFM-8→IF-800は うま くいったが,

IF-800→FM-8は,ほ とん どの文字がtt?"等 に文字化け した り,文 字の付加が生 じた。

③7ビ ット・パ リテ ィな しの場合,FM-8→IF-800は 特 に特殊文字 コー ドの部分で文字

化け,文 字の付加等が生 じた。 また,IF-800→FM-8は,8ビ ッ ト・パ リテ ィあ りの場

合 と同様の異常が発生 した。

④7ビ ッ ト・パ リティありの場合,FM-8→IF-800は カナ文字側へのシフ ト・インお よび

シフ ト・アウ ト文字が転送 されないために,カ ナ文字 側の文字 が正常に転送 されない点を除

きうまくい った。IF-800→FM-8はFM-8側 で 受信 した時に,パ リテ ィビッ トがパ リテ

ィとして働かず,8ビ ッ トで1文 字を構成するうちの1ビ ッ トの情報と して働 いて しま うた

め,パ リテ ィビッ トが0の 時は うま く転送できるが,パ リテ ィビッ トが1の ときは文字化け

が起 こった。

この場合,IF-800側 は,シ フ ト・イン,シ フ ト・ア ウ トの制御,お よびパ リテ ィの扱
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いをCP/Mが 自動的に行 うので問題 はないが,FM-8側 は,送 信 ・受信 ともシフ ト・イン,

シ フ ト・アウ トの制御 およびパ リテ ィの扱 いを通信の ソフ トウ ェア上で考慮する必要が ある

と思われ る。

以上 をまとめると8ビ ッ ト・パ リテ ィな しの場合は正常に転送で き,7ビ ッ ト・パ リテ ィあ り

の場合はFM-8側 の ソフトウェアに若干 の問題が残 った。 他の場合 は,う ま くいかなか った。

正常に転送で きた8ビ ッ ト・パ リティな しの場 合の問題点 は次の とおりである。

① 雑音対策

IF-800か らFM-8へ 転 送す る場合に文字化けが発生 した。そ の原因 としては,双 方共 に

電話交換機 を通 して行 ったため,ま た音響カプラー と電話の受話機 とのすき間 のために,よ り雑

音が入 り,そ れを受信 した こと等が考え られ る。 なお,発 生頻度は数百字に1字 程度である。

② 通信 ソフ トの改良

当初,こ の実験 の通信 ソフ トは,デ ー タの転送を行単位 で行 っていた。そのためか,転 送 開

始時に先頭の1～2バ イ トに異常データが付加された り,特 殊文字 コー ドを含むデー タ,あ る

いは固定長 デー タの ように復帰,改 行文字でレコー ドを区切 ってないデータを転送する場合に

は,文 字落 ちが発生 した。そ こで,特 殊文字を含み,1文 字 ずつ転送する ように通信 ソフ トの

改良を行ったが,こ れ によりうま く転送できる ようになった。

この時の プログ ラムの一例 を以下 にあげ る。(表3-3,表3-4)

表3-31F-800の プ ロ グ ラ ム

LZOT

:'受 ・憶Progrem

lOl:LE合R:DEFINτA-Z:GOTO

:0ε3・1NPU了8(t,1):PRINT

2101riPUT・OUTPUTF1しE

2200PEt」 ・'con1:3N81!DN・

2300PεNFF宝FOROUTPUT

260lFしOC(1)THεN60SUe

Ok

u3了

1'

210

02.93;:PRIriT85;:RETURN

・
.FFS

As31

R:笥2

2う εLSE260

送`雲Pro9'痴 情

10CLEAR:DEFIN,TA-Z:50TO:10

2ce工 阜INPUT$(1.1}:PRiNTBS;:RETURN

2101NPUτ ・'lNPUτrlLE・.FF;

2200PEN■cott1:3}↓O:,'Det丙A321

2300PE卜 ↓FF$FORl}↓PUTA:83

2401FEOF(3)THENCLO:ε:£nD

250n$口|P{PU了 名(1.3,:PRIN了21.A工;:PRIttτ

2らOWH1し εLO,:(1)

27060こUO20

230帖E閥O:60TO240

0k

A9;:PβUCε.1
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表3-4FM-8の プ ロ グ ラ ム

10.it宮 室竃 ソウツシP'oq.8京 コ8tt

2q'

sclNPUT"INPUTFILENAME?",A⑨

400PEN"1・ ㌧ 鈴1
,A令5

00PEN"0",特2,"COMO:S8Nl"

551FEOF(1}ロ ー1THEN'100

60B令 ロINPUT9《1
,特t》

70PRINT鯵2
,BS;

75PRINTB93

80GO了0己!5

110END

10,83禽 オ倉 シ・ユシンP'ご9 .倉 ⇔2⇔
20.

茸8;::9T・ ・69V:yl.FrしENAM∈?"・AS
500PEN・1" ,鯵2,・ ・COHOまSgN1.
551FEOF《2,■-1THEN5巴

60B宙 ロINPUT・q
,特2).70PR

INT鋒 ユ,B9;
'75PRINTBS

;
80GOTO巴5

100CLOSE

llOEND

5.5情 報 流 通 の 評 価

3.5.1実 験 による評価

近畿地域においては,大 阪通商産業局 と(財)関 西情報センターにあるパ ソコンを相互に接

続することに よってデー タ交換 を行い,そ の後,そ れぞれの箇所でデー タ検索のデモを実施 し

た。 これを今,実 験 システムと呼ぶ ことにす るが,こ の実験 システムを情報処理関連部 門の人

々に実際に見て もらうことに よって,西 日本地域 として4年 間検討 して きた情報拠点形成に対

して,そ の足掛か りとなる実験 システムを ヒヤ リングにiより評価 しようとした ものである。

実験 システムでは,コ ー ド,キ ー ワー ド,統 計書名,統 計名,発 行年,対 象年,発 行所,保

管場所の8項 目の何れか らで も求めるデー タを検索することが可能 である。(キ ー ワー ドにつ

いては表3-5,表3-6参 照)

なお,デ モを行 うにあた っては,大 阪,広 島,四 国の各通商産業局並 びに(財)関 西 情報 セ

ンターで整備 したデー タ(詳 細は4.1に 記 述)を パ ソコンに機械入力 し,次 のス トー リーに沿

う形で進めた。

(1・9)



表3-5報 告 書類 キー ワー ド表

本キー ワー ドは,ク リア リングデー タベースでは対 象分野 として,簡 易型データベースで

はキ]ワ ー ドとして使用され るものである。

ア 政 治 ・法 律

略 号 分 野 名 内 容

ア01 政 治 学 政 治 学,政 治 思 想

ア02 政 党 政 党,政 治 結 社

ア03 行 政 行 政

ア04 地 方 自治 地 方 自治.地 方 行 政

ア05 国 際 問題 外 交,国 際 問 題

ア06 法.律 法律

ア07 憲 法 憲 法

ア99 そ の他(政) そ の他 の政 治,法 律 問題

イ 経 済 ・財 政

略 号 分 野 名 内 容

イ01 経 済 学 経 済 学,経 済 理 論

イ02 経済 政策 経済政 策

イ03 国際 経済 国 際経済

イ04 経済 予測 経済予測

イ05 経済 手法 経 済手 法

イ06 人 口 資 源 人 口,土 地,資 源 問 題

イ07 物 価 貨 幣,物 価,景 気

イ08 財 政 学 財政学

イ09 財政政策 財政政策

イ10 地 方 財政 地 方 財 政

イ11 地域経済 地 域 経 済,地 場 産 業

イ99 その 他(経) そ の他 の 経 済,財 政 問 題
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ウ 社 会

略 号 分 野 名 内 容

ウ01 社 会 学 社会学

ウ02 社会政策 社 会政策

ウ03 消 費 者 生 活,消 費 者 問題

ウ04 労 働 問題 労 働 経 済,労 働 問題

ウ05 社会福祉 社会福祉

ウ06 教 育 問題 教 育問題

ウ07 風 俗 風 俗,習 慣,民 俗

ウ08 国 防 国 防,軍 事

ウ99 その 他(社) そ の他 の社 会 問 題

工 自然科 学

略 号 分 野 名 内 容

エ01 数 学 数 学

工02 物 理 学 物 理学

エ03 化 学
'

化 学

工04 天 文 学 天 文 学,宇 宙科 学

エ05 地球科学 地 球 科 学,地 学,地 質 学

工06 生物科学 生 物 科 学,一 般 生物 学

工07 植 物 学 植物学

エ08 動 物 学 動 物学

エ09 医 学 医 学,医 療

エ10 統 計 学 統 計 学.統 計利 用

工99 そ の他(科) そ の他 の 自然 科学

オ 都 市,地 域,環 境 問 題

略 号 分 野 名 内 容

オ01 地 域 計 画 地 域 計 画,都 市計 画

オ02 交 通 問 題 交 通 問 題,交 通 政 策

オ03 道 路 問 題 道 路 問 題

オ04 輸 送 問題 輸 送 問 題(陸 運,海 運,航 空 運 送)
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略 号 分 野 名 内 容

オ05 鉄道問題 鉄道問題

オ06 空港問題 、 空 港 問 題

オ07 水 道 上 水 道,中 水 道,下 水 道,水 処 理,水 資 源

オ08 廃 棄 物 廃 棄物問題

オ09 大 気 汚染' 大気汚染

オ10 水質 汚濁 水 質汚濁

オ11 土壌汚染 土壌 汚染

オ12 騒 音振動 騒 音,'振 動,地 盤 沈 下

オ13 ア セ ス 環 境 ア セ ス メ ン ト

オ14 環 境保 全 環 境保 全,自 然 保 護

オ ユ5 地 域振興 地 域振 興

オ16 地 域政策 地 域政策

オ17. エネルギー エ ネ ル ギ ー 問 題

オ18 環境問題 環 境,公 害 問 題

オ99' そ の他(地) そ の他 の 都 市 地 域 環境 問 題

力 工 学

略 号 分 野 名 内 容

カ01 道 路工 学 道路工学

カ02 橋'梁 工 学 橋 梁工 学

カ03 河川海岸 河 川,海 岸 工 学

カ04 土 木 工 学 その 他 の 土木 工 学

カ05 建 築 学 建 築 学

力06 機械工学 機械工学

カ07 電気工学 電気工学

カ08 電 子 工 学 電子工学

カ09 海 洋 工学 海 洋,船 舶 工 学

カ10 鉱 山 工 学 金 属,鉱 山工 学

カ11 化 学 工 業 化 学 工 業

カ12 製造工業 製造工業

カ99 そ の他(工) そ の他 の 工 学 的 問 題
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キ 情 報 通 信

路 号 分 野 名 内 容

キ01 情 報 工 学 情 報 理論,情 報 工 学

キ02 情報産業 情報産業

キ03 情 報 管 理 情 報 管理

キ04 デ ー タ デ ー タ 処 理,デ 一 夕 ベ ー ス

キ05 シ ス分 析 シ ス テ ム 分 析

キ06 計 算 機 コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム

キ07 言 語 コ ン ピ ュ ー タ言 語:プ ロ グ ラ ム

キ08 通 信政策 通信政策

キ09 放送事業 放送 事業

キ10 通信工 学 通 信主学

キ11 情 報 シ 情 報 シ ス テ ム

キ12 情報政策 情報政策

キ13 モ デ ル シ ミュ レー シ ョンモデ ル,シ ミュ レーシ ョン シス テ ム 等

キ99 そ の他(情) そ の 他の 情 報 通 信 問 題

ク 産 業 ・商 業

略 号 分 野 名 内 容

ク01 産業政 策 産業政策

ク02 産業立地 産 業立地

ク03 商業政 策 商業政策

ク04 市 、 場 マ ー ケ テ ィ ン グ

ク05 貿 易 貿 易

ク06 企業 関連 企 業 関 連

ク07 経営 関連 経営 関連

ク99 そ の他(産) そ の他 の産 業 商業 問題

ケ そ の他

略 号 分 野 名 内 容

ケ01 生活科学 家政 学,生 活科 学

ケ02 農林水産 農林水産 畜産業

ケ99 そ の 他 その 他
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表3-6統 計表類 キーワー ド表

本 キーワー ドは,ク リア リングデータベースでは対象分野 と して,簡 易型 データベースで

は,キ ーワー ドと して使用 され るものである。

ア 人 口

略 号 分 野 名 内 容

ア01 人 口 各 種 人 口に 関 す る もの

ア02 世 帯 数 世 帯 数,世 帯 人員 等

ア03 人 口密 度 人 口密 度

ア04 流動 人 口 流 動 人 口,転 出 入 人 口,人 口 動 態 な ～

ア05 昼 間 人 ロ 昼 間 人 口

ア06 就業者数 各種就業者数

ア99 そ の 他(人 口) そ の他 人 口 に関 す る もの

イ 土地 等

略 号 分 野 名 内 容

イ01 土 地 面 積,河 川.山 笠

イ02 気 象 気 温,降 水 量等

イ99 そ の 他(土)' そ の他 の土 地,気 象 に 関 す る もの

ウ 農 林 水 産 業

略 号 分 野 名 内 容

ウ01 農 業 農 業 に関 す るもの

ウ02 林 業 林 業 に 関す る もの

ウ03 水 産 業 水 産 業 に関 す る もの

工 事 業 所

内 容略 号 分 野 名

工01 事業 所数(事) 各種事業所数

エ02 従業 者数(事) 各種従業者数

工99 その 他(事) その他 の事 業 所 関 連
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オ 製造 業

略 号 分 野 名 内 容

オ01 事 業所数(製) 各種事業所数

オ02 出 荷 額 出 荷 額,生 産額,生 産 量 等

オ03 従 業 者数(製) 各種従業 者数

オ04 生産 指数 各種 生産 指数

オ99 そ の 他 その 他 の 製 造 業 に 関 す る もの

力 生 活 関 連

略 号 分 野 名 内 容

カ01 建 設 着工 建築物等 建設関連

カ02 住 宅 住 宅 関 連

カ03 電 気 電 力 量等 電 気 関 連

カ04 ガ ス ガ ス,LPG,LNG等

カ05 水 道 上 水,下 水等

カ99 そ の他(生) そ の他 の 生 活 関 連

キ 運 輸 ・通 信

略 号 分 野 名 内 容

キ01 道 路 道 路,橋 梁 等

キ.02 輸 送 貨 物 輸 送,輸 送 人 員等

キ03 交 通 量 各種交通量

キ04 自 動 車 数 各 種 自動 車 数

キ05 郵 便 郵便 関連

キ06 電 話 電 話 関連

キ07 そ の他(運) そ の他 の運 輸 関連

キ99 そ の他(通) そ の他 の通 信 関連

ク 商 業

略 号 分 野 名 内 容

ク01 商 店 数 各種商店数

ク02 従 業 者 数(商) 各種従業 者数
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略 号 分 野 名` 内 容

ク03 販 売 額 各種販売額

ク04 輸 出 各 種 の輸 出額

ク05 輸 入 各 種 の輸 入 額

ク99 そ の他(商) その 他 の商 業 に 関す る もの

ケ 教 育

略 号 分 野 名 内 容

ケ01 学 校 数 各 種学校数

ケ02 在学者数 各種在学者数

ケ03 教職員数 各種教 職員数

ケ04 生 徒 数 各 種生 徒,児 童 数

ケ05 卒業者数 各 種卒 業者数

ケ99 そ の他(教) そ の他 の 教 育 関 連

コ そ の 他

略 号 分 野 名 内 容

コ01 金 融

コ02 物 価

コ03 家 計

コ04 賃 金

コ05 労 働

コ06・ 所 得

コ07 財 政

コ08 公 務 員

コ09 選 挙

コ10 司 法 警 察

コ11 災害事故

コ12 宗教文化

コ13 社会保障

コ14 衛 生

コ99 そ の 他
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サ 年鑑等

略 号 分 野 名 内 容

サ01 年 鑑 既存設定 分野以外の年鑑類

サ02 要 覧 ・ ・ 要 覧 類

サ03 白 書 "白 書類

サ04 年 報 '・ 年 報 類

サ05 月 報 ・"月 報 類

サ06 速 報 ・ ・ 速 報 類

(1)4箇 所 全てに存在する同一のデー タを統計名か ら検索する。

データの検索Keyは 次 のとお り。

●

●

■

●

●

事業所統計

工業統計

商業統計

国民所得

国勢調査

(2)各 地 域のいずれかにあるデー タを検索する。

④ 地域に特化 したデー タを統計書名か ら検索す る。

各地域 のユニークなデー タを対象とす る。

Key)t'四 国 海運の現状""し まねの職安行政53"な ど

◎ 同一文字列 を含むデー タを統計書名か ら検索す る。

Key)県 民 所得,産 地調査,島 根県 など

◎ キー ワー ドか ら検索する。

Key)イ02(気 象),コ03(家 計),カ02(住 宅)な ど

e発 行所か ら検索す る。

Key)和 歌 山県企画部,日 本都市セ ンターなど

㊧ 発行年か ら検索す る。

Key)1978,1981(西 歴 年)な ど

6対 象年か ら検索する。

Key)1980,1982(西 歴年)な ど

㊦ 保 管場所か ら検索する。

Key)四 国 通商産業局調査課
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実験 システムを行 った結果,次 の ような評価(改 善 ・要望点含む)を 得た。

O文 字列 による検索だけ でな く,数 字,コ ー ドによる検索 も考慮されてteり 評 価できる。

○ ベス トとは言え ないまでも使ってみたい システムでは ある。

○ 複数項 目をKeyと した組合せ チ ェック も可能 なもの とする方が よい。

O検 索デー タの該当件数,タ イ トルー 覧を画面出力 してほ しい。

Oキ ー ワー ドも含めマニ ュアル整備が必要だ。

○ 今後の発展の可能性を考え ると検索ス ピー ドの一層の改善,デ ータ量の拡大 を図る必要

があろう。

また,実 験 システムのニーズについて もデー タの整備に要する時間お よび労力を考慮する

と,ど の業務に どれ だげのニーズがあるかを明確に しておいた方が よいとい う意見が寄せ ら

れた。

デモを実際に見て もらっただけに,パ ソコンの画面 出力に関 して も細か な注文が 出された

が,ユ ーザの幅広い リクエス トに応 えるためにも大型 コン ピュータによるデー タベースの構

築を図 りつつ,地 域情報 センターの設立 を志向すべきであろうとい う意識 が汲み取れ た。

5.5.2ヒ ヤ リングによ る評価

中国,四 国の両地域においては,広 島通商産業局,四 国通商産業局にそれぞれ シャー プMZ

-80B ,日 立 ベーシ ックマス ター16000シ リーズのパ ソコンが既に設置されてお り,本 来 な

らばこれ らのパ ソコンと(財)関 西情報センターのFM-8と を公衆電話回線で直結 して,大 阪

通商産業局の場合と同様 な方法で,利 用者 によるシステム評価 を実施 したか った。 しか し,異

機種パ ソコンの接続に要す る手間 と時間等 を考慮 した結果,実 験 システムを利用するのは,近

畿地域内の大阪通商産業局 と(財)関 西情報 センターの間で行い,他 地域においては,情 報処

理関連部門の人々を対象として,口 頭 で簡易型 デー タベースシステム等を説明す ることに よって

システム評価を行 うことに した。

ヒヤ リング調査を行 うにあた り,ま ず,

① 本調査研究の趣 旨,目 的 お よび経過の概要

② 地域情報センター構想 とその課題

③ 実験 システムの内容

を事前に説明 した。

また,ヒ ヤ リング項 目としては,ヒ ヤ リング調査票(表3-7)の とお り,

① 地域情報センター構想に対す るニー ズ,現 状,あ り方お よび課題

② 実験システムのニーズ,評 価,要 望,改 善等

③ 台帳の有効活用

の3テ ーマを設定 し,実 験 システムだけでな く地域情報センター構想,台 帳の有効利用につい

て も調査す ることと した。
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表3-7ヒ ヤ リング調査票

西 日本地域情報拠点形成 に関す る

ヒ ヤ リ ン グ 調 査 票

調

査

対

象

調 査 箇 所

調 査 者

面 談 者 、

地
域

情報

セ
ン

タ
ー

ニ ー ス"

現 状

あり方及び
課 題

実

験

シ

ス

テ

ム

ニ ー ズ

評 価

要望 ・改善等

台帳の有効活用

備 考
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ヒヤ リング調査 を行 った結果をま とめてみ ると,次 の よ うな ものであった。

(1)地 域 情報セ ンター構想について'

〈 ニーズ〉

○ 地域情報 センターの機能としては,ク リア リング機 能は必須である。データニーズ面

か らいえば,将 来的には行政情報,各 種技術情報が志向され よう。

oテ クノポ リス構想の実用化に伴い,県 レベルでの情報センター設立 の動 きもあり,地

域情報並びにセンターその ものに対す るニーズは今後,増 々高まるだろ う。

〈現 状>

O中 国,四 国両地域 とも情報 面で核 となるべ きものが不在 している。

o中 小企業においては,基 礎的経済データを入手 できて も独 自の分析経済予測が十分に

行われていない。

〈あり方および課題 〉

○ 将来,ネ ットワークが実現される場合には,イ ンフォメー ションセンターが必要 とな

ろう。

O単 にデー タを掻 き集めるとい うイメー ジではな く,技 術,市 場,経 営等の分野別に情

報の区分け と意味づけが必要 となろ う。

O情 報公開の問題 も含め,社 会的基盤の整備が必要 とされ るだろ う。 また,官 民相互の

協力において も一層の充実が要求され よう。

(2)実 験 システムについて

くニーズ〉

○ どこに どん な情報が あるか,と い った ような所在情報が ニーズとしては一番強い。

〈評 価 〉

○ 当簡易型デー タベースシステムは,概 ね利用 に耐え うる もの と評価できる。だが,フ

ロッピーの容量,検 索の速度を考えるな らば,地 域情報センターの システムとしては不

十分であ り,む しろ,各 地域内のシステムとして考えた方が よいと思われ る。

Oキ ー ワー ドの設定方法 としては改良,検 討の余地が ある とはい うものの比較的 コンパ

ク トにま とま っている。

〈要望 ・改善等〉

○ キー ワー ドも含め,入 力項 目の改善,標 準化を図 った方が より利用価値が高まる。

oデ ー タメンテナンス体制を確立す る必要がある。

oパ ソコンに よる検索システムは制約条件が多い。 したが って,大 型 コンピュータに よ

るデー タベー スシステムの構 築が必要である。

○ 異機種パ ソコン間の互換性を図る必要が ある。

(3)台 帳 にっいて

。 台帳の項 目と して統計表名,デ ータ項 目名がなければ実 用性に乏 しい。

○ 機械化 ベー スにのっては じめて,台 帳に価値が生まれる ことになると思われ るので,
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将来的には曝 す るデータの範 囲を拡大 し,デ ー タベース化 を促す ことが望ま しい。

○ 台帳は,当 面内部資料 として有効に活用すべ きである
。

以上 が,ヒ ヤ リング調査の内容である。

ここで再度実験 システムの評価を2つ の側面か ら検討する。 まず,積 極的に評価できる点 と

しては,t次 の4点 に集約され る。

① 現在,広 島通商産業局行政資料室では台帳 と図書 カー ドに よる管理 を行 っているが,本 シ

ステム稼動に よって システムに よる管理,運 用が可能 となり,業 務の効率化,高 度化が期待

され る。

② システム的には,従 来,他 のシステムに見 られ る指定文字(書 名等)に よる検 索だけでな

く,-「 内容 」を推察できるようなキー ワー ド検索 も可能 とされてお り,す べての項 目をキー

と して検索が可能 となった ことでク リア リング機能が高まった と言える。

③ オ ンライン(回 線利用),オ フ ライン(FD利 用)の いずれの方式に よる交換であ って も

情報の流通を促す ことにな り,将 来の ネ ットワーク並びに地域情報 センターのク リア リング

機能を考える上で有用 な第一歩 となるものである。

④ 現在の統計書,報 告書整備か ら将来の 「地域経済情報 」といったク リア リング情報体系へ

と発展 してい くと,幅 広いニーズにも対応で き,情 報の価値を一段 と高め,情 報流通の活性

化 にもつなが ることになろ う。

次に,改 善 ・要望等の マイナス評価 としては,以 下 のよ うな指摘がみられた。

① キー ワー ドについて,項 目の種類が不足 してい る。 キー ワー ドの付け方が各地域でバ ラバ

ラになる可能性が ある。

② 検索項 目について,1つ だけ をキーとするの では,検 索時間がかか りす ぎるな ど,ユ ー ザ

の立場か らすれば十分でない点 も存在する。それ故,AND,OR条 件 が機能するなど組 合せ

検索を可能 とす るもの に した方が よい。

③ ク リア リング情報に対するニーズは統計書その ものよりも個別の統計表に対 しての方が よ

り強い。 その意味で,統 計書の概要がわかる 「要約版 」的なものを表示する項 目を設定す る

ことも考えてみてはど うか。

④ 情報流通面か らみ ると,オ フラインは フロッピー ディスクに よる交換 を行わねばな らない

など二重手間 となる部分が あるので,オ ン ラインでデー タ交換 を行い,デ ータの一元化に努

めることが望ま しい。 ただ,さ しあた っては,デ ー タメンテナンス等の問題 もあり,ど こで

どの ように管理,運 営するのかは検討 を要する。

5.5.5評 価 の まとめ

パ ソコンを利用 してのデー タ交換の実験は
,2種 類 の方法を考えたが,い ずれにおいて も概

ね うま くい った ようである。 ソフ トウェアの移植,転 送速度 など,課 題は若干残され てい るも

のの,簡 易型デー タベー スに よるデータ交換 ネ ッ トワー クの実現に向けての第1ス テ ップとも
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言えるだろ う。

しか しなが ら,パ ソコンあるいは簡 易 型 デ ー タベ ー スで は,能 力的な限界がきわめて低 レ

ベルにあることは当然 であ り,ヒ ヤ リング調査においてはその点への指摘が強い よ うである。

た とえば,デ ィスプレイ画面上の情報量,検 索方法,検 索速度などについて,多 くの人が不

満を感 じている。 技術的に解決不可能な問題ばか りであるとはいえ ないが,8ビ ッ トパ ソコン

を用い る以上は ネ ックにな らざるを得ないだろ う。

この ように,満 足すべ きシステムとはいえないまで も情報流通への何 らかの足掛か りとなる

べ きもので あるだけに,シ ステムの必要性その ものについては肯定 され たといえ よう。 さ らに

いえば期待されている面 も多い といえ よ う。 これは総論である地域情報センター構想に関 して

その必要性が充分認め られてい るためと考え られている。また,そ の基本的機能の1つ である

ク リア リング機能について も相当のニーズがある ようである。

具体的に簡易型デー タベースの能力を考える と,期 待 されてい る機能を辛 うじて備えている

程度 といわなければな らない。 より多 くの機能 を実現 させるためには,ど うしても大型コンピュータ

の役割 分担 を考えねばな らない。 た とえば ヒヤ リング調査で も指摘が あった ように,地 域情報

センターの下位 に位置 づけ られ るサブセンター(具 体的 な情報発生機関)の 管理用 にパ ソコン

(簡 易型 デー タベース)を 利用 し,地 域情報センターではそれ らを集約 した大型 のデー タベー

スを構築す ることも可能 だろ う。あるいは,端 末 としてパソコンを利用す ることも可能である。

将来的には,必 ず この ような役割分担 を具体的に検討すべ き時期が くるもの と思われ る。

いずれ においても,最 重要な課題 としては運 用の問題が あげ られてい る。 ヒヤ リング調査 で

も,適 切な運用,正 確なデー タ管理,更 新が指摘されてい る。実際 この種のデー タベ ースは常

にデータの更新 が行われていなければ,そ の価値 は激減する。構築時においてもマンパ ワーの

投入が必要であ るが,継 続的なマンパ ワーの投入が可能か どうかが,シ ステムの有用度を決 め

るだろう。運用形態,運 用組織,デ ー タ更新の頻度等,充 分な検討がなされる必要 があろう。

その前提 として必要な ことはサブセンターにおけ る情報管理の充実である。地域情報 センタ

ーにおいて,最 終的に地域の情報の とりまとめを行 うわけで あるが,デ ー タ発生場所で的確な

情報管理をする ことが,地 域情報 センターの負担を少な くさせるだけでな く,効 率的かつ正確

な運用に役立つ ことは 自明のことであろう。まず,サ ブセンターにおける情報整備の あ り方 を検

討,充 実させ ることが必要 である。台帳の共有化,共 通 フォーマ ットに よる台帳の整備は,地

味では あるが最初に手がける必要の ある過程 といえる。 ヒヤ リング調査では,い くぶん台帳の

有効性 についての評価が低 いが,地 域の情報化のまさにベー スとして実現化を 目指すべ き課題

だと思われる。

(32)



4、 ク リア リ ン グ情 報 ネ ッ トワ ー ク体 制 の 構 築

4.1デ ー タ整 備

ク リア リング情報の基礎は,各 デー タ保持 機 関 に お け る整 備 で あ る
。 た とえ システ ムとして

使いやす く,立 派なデー タベー スがで きたとして も,入 力すべ きデー タがなければ,そ れは全 く意

味をもたない もので しか ない。

通常,こ れ らの機 関では,台 帳 な リカー ドとい う形式で全ての情報 を整理 してい る場合が多い。

しか し,そ れぞれの機関におけ る整理については,む ずか しい問題が多い。

た とえば,

O

o

O

○

O

管理を担当す る部署がない。 あるいは,マ ン ・パ ワーが ない。

入手経路が様 々なために,全 てを捕捉 できない。

資料室がないため,一 元 的に管理できない。

分類がむずか しく,適 切 な処置が しに くい。

台帳はあるが,所 在までは確認で きない。

などである。 図4-1は,あ る組織の資料の流れ を示 した ものだが,そ の複雑さの一端を示 してい

るといえよう。

また,た とえ個々の組織 における整理がで きた として も,複 数の組織が,共 同で情報サー ビスを

する となる と新たな問題点が派生する。

特に,

○ 台帳の フォー マッ トの統一

〇 分類方法の統一

については,最 も基本的な要件 として満た しておかねば ならない約束事 と思われる。

そ こで,本 年度の調査においては,3通 商産業居ならびに助 関西情報 センターvak・け る台帳の整

備 とい うことに相当量のマ ンパ ワーを費 した。台帳のフォー マッ トは,簡 易型デー タベースへの入

力とい うことを前提に考えて設計 した。例を表4-1に 示す。 また,分 類は57年 度 ,作 成 したキー

ワー ドを利用する ことに し,一 部手直 しを した。

整備の対 象として,3通 商 産業局,(財)関 西情報センターでは統計書類を選ん だ。58年 度 調査に

おいて台帳 に記入 された量は,

大阪通商産業 局

広島通商産業局

四国 通商産業局

関西情報センター

2,500冊

2,000冊

960冊

596冊

である。 これ らは コピーに より相互に保持 し,利 用することも可能であろ う。 また,フ ロ ッピーデ

ィスクへ格納 し,簡 易型デー タベースで検 索することも可能になろ う。

ただ し,こ の ような台帳整備が単年度の業務 として終わっては何 にもな らない ことは明白である。

毎年のア ップデ ー ト,メ ンテナンスの努 力があってこそ,は じめて価値が生 まれて くるものである。
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①匝三一}{三 ⊃

② プロジ・○ 酬
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部

④ 各種団体の機関紙誌

⑤ 解 団篇 官當

⑥ 定 期 購 読 雑 誌

期 限 付 保 存
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登 録

資 料 室

ダンボール

死蔵)

廃 棄

録 資 料

臓

廃 棄

廃 棄

期 限 付 保 存

⑦ 地 図 ・パ ンフレット類 個 人 資 料 化

廃

一

/
臓

廃 棄

図4-1資 料の分類と収集整備の形態
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表4-1台 帳 記入例

1・ 一 ドlo161017151・12101

巨 一 ・一 ド ウ 0 1 lllllllllllllllll

匿 計書名 し い た け 栽 培 調 査 結 果 報 告 書 5 3 年 2 月1・1日1

調 査

雇 計 名1し 同 た1け1剥培閾 査1川1山 川 川/

1

1

1発 行 年1・1917181 1対 象 年1・lg17181

1発 行 川 島1根園 企国 都囲 計1課「川1川

1保 管 場所1広1島1通1商1産1業1局1行1政1資1料1室lll

1・ 一 ド1・161・17151gl・1・1

1キ ー ワー ド オ 0 1 , オlo12Ll・lg山 川1川lll□

1設 計 書 名 地 域 工 ネ ル ギ 一 開 発 利 用 調 査 報 告 書 lll

1設 計 名1地 倒 工国 ル1ギH開1発1矛 梱 倒 査llll[

1発 行 年1119181111対 象 年111gl8101

11発 行 所1島1根1県1企1画1部lll}11111

1保 管 場所1広1島1通1商1産1業1局1行1政1資1料1室llll

1・ 一 ド1・161・17161・1・1・1

巨 一ワー ド
オ 0 1 , オ1・121・1・191glllllllllll

雇 計書名 地 場 産 業 総 合 実 態 調 査 結 果 報 告 書 llI

1設 計 名1地1場1産1業1総1合1実1態1調1査lllllllll

1発 行 年111918111 1対 象 年1・1918101'

巳 行 所同 根園 川 山 川1日 目1

信 管場所国 島圃 商圏 業同 行国 司料国 川1
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前述 した ように,個 々の組織において,そ れぞれ管理上の問題点を抱えてい るわけであるが,情 報

の重要性 とい う観点か らも今後の努力が必要 であ り,何 らかの手だて,シ ステムづ くりがなされ る

ことを望む ものである。

4.2ネ ッ トワ ー ク 体 制 と 地 域 間 連 携

ネ ットワー クの基本的機能 とは,ど の機関か らでも他機関の情報にアクセスで き,効 率的な情報

利用の促進 をすることであろ う。 したが ってネ ッ トワーク体制 とは,こ の ような機能 をサポー トし

得 るものでなければならない。

一方
,情 報交換システ ム(ネ ットワークシステム)に ついては,何 段階かのステ ップが考え られ

る。

① 台帳交換 あるいは,台 帳の相互検索に よる情報利用 。

② フロッピー ディスクの交換等の ファイル交換 システムに よる情報利用で各機関のパ ソコンなど

に より検索す る。

③ パ ソコンをオ ンラインで結び,他 のパ ソコンに対 しオ ンライン検索が可能 となるようにする。

④ 大型 コンピュータをセンターとして設置し,そ こにデー タベースを構築する とともに,各 機 関には,

オ ンライン検索端末を置 く。

④ を除 き,デ ー タの整備,マ シンへ の入力等は情報発生機関が担当する。 したが って,4.1で も

述べた ようにデータ整備 にあたっては充分な統一化,規 格化がなされておかねばな らない。

別の観点か ら見ると,ネ ッ トワークの構築は,

① 初期段階

② 開発段階

③ 運用段階

に分け ることが できよう。 初期段階 とは,ま さに本調査が該当するが,基 本的な機能や方法の検討

と初期 のデー タ作成 に分け られ よう。特に後者は,膨 大 な資料,文 献を対象にす るわけであ り,マ

ンパ ワーは相当覚悟 しなければ ならないだろ う。費用の確保が第1の 問題点 として浮かび上が って

こよ う。本調査において も,台 帳の整備 とともに,デ ータの入力とい う作業を若干 テス ト的 な意味

もあ り実施 したが,約62件 で あ り,テ ス トデー タの域をこえてはいない。初期 デー タの入 力につ

いては費用の裏づけ とともに入力方法について検討す る必要があろ う。

開発段階における開発 とは,シ ステムの ソフ トウェアの開発の ことである。本調査 で提案 してい

る簡 易型データベースとは,前 述の第2段 階のステ ップで示 した システムに相当 しよう。 これは,

関西情報 センターで開発 し,大 阪通商産業局 にも移植 中で あるが,他 の通商産業局や機関 には移植

されてい ない。

さ らに,第3段 階や第4段 階の システムについては,今 後の開発に待たざるを得 ない状況 である。

開発にあた っては,開 発担当の決定,費 用負担の割 りふ りなどの問題点が生 じよう。また,オ ンラ

インで結ぶ ことになるとデー タセキュ リテ ィの問題 も発生す るだろ うし,制 度的な問題 も生 じる可
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能性 がある。たとえば,公 的機関のデータベースに民 間の端末がアクセスするなどである。今後,

充 分な検討を要 しよ う。

運用段階においては,経 常的な運用体制が構築されねばな らない。そのためには,サ ー ビス水準

の設定,サ ー ビスの方法,ユ ーザへの費用負担 の考え方,組 織間の費用負担の あり方などが,検 討

され る必要が あろ う。

いずれ の段階において も,ネ ットワークへの参加組織の密接な関係,情 報交換が必要である。そ

こで,本 調査委員会(西 日本地域委員会)を 発展させ たもの としての連絡協議会的な性格を もつ組

織をつ くることが必要 になろ う。その下に各地域内のコ ミュニケー シ ョンを図 る委 員会 と,そ れぞ

れ のテーマ別に検討す る委員会を構築することになろ うと思われる。 具体的 なイメー ジを図4-2

に示 す。

大 広 四
阪 島 国
地 地 地
区 区 区
委 委 委
員 員 員
会 会 会

1 1

連絡協議会

1 1
シ 運 セ

ス 用 キ

テ サ ユ

ム担 1担 リ対

開当 ビ当 テ策
発部 ス部 イ部

会 会 会

図4-2ネ ッ トワー ク体 制
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連絡協議会は,本 ネ ッ トワーク体制に関する総合的な意志決定機 関である とともに,各 地区の調

整を し,ま た,他 地域(東 京な ど)と の連絡,調 整機能 を持つ ものである。 地区委員会は,そ れぞ

れの地区において本ネ ッ トワークに参加す る組織に よって,構 成されるもの と思われ るが,地 域 内

の意見調整,意 志決定な らびにサー ビスの実施をす るものである。 また,部 会は,個 々の問題領域

の中での課題を検討する ところと位置づけ られ よう。
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5.今 後 の発 展 に 向 け て

5.1調 査 研 究 成 果

本調査は,地 域情報 センターの設立の必要性をいい,そ の機能の1つ として ク リア リング機能の

重要性を述べて きた。 これは本調査の対象地域が,近 畿,中 国,四 国とい う3地 域 であ り,そ れぞ

れの地域 の情報化への進展度合が大 きく異なるため,共 通的な課題を探 った結果 である。 したが っ

て,各 地域においては,そ れぞれ もっと重要 な課題があ り,そ れ を解決す るためのシステ ムな り,

情 報拠点機能があるか も知れない。 本調査は,そ ういった点で一般的 あるいは,基 礎的な課題に と

り組ん だとい うことができよう。

しか し,別 の言い方をすればそれぞれの地域がいずれ も,こ の ような情報流通のための基礎的機

能を欠いているともいえ るだろ う。 つま り,情 報流通 に対す るニーズの強さ と情報流通機能の整備

の遅れ,む ずか しさ とい った もののギャップを示 している とい うことである。本調査 も情報流通機

能の整備 とい う視点か ら評価 しなければな らないだろ う。 まず,本 調査の特徴は,パ ソコンを利用

した簡易型 デー タベースを提唱 し,そ の具体的 システムを明示 したことにある。 従来 のデー タベー

スは大型コンピュータを中心に,入 力段階から集中的な管理を行 うものが多いわけ であるが
,簡 易型 デー

タベースでは フロッピーデ ィスク とい う媒体を用いる ことにより,情 報発生地点におけ る情報管理

を可能に している。いわば,面 的な広が りを持 ったデータベースシステム とい うことがで きよう。

したが って,上 記の ような情報流通機能の整備の遅れに対 して,基 盤整備の1つ として位置づけ ら

れる と考えている。 、

ただ し,昨 今のパ ソコン等の技術の推移は,め ま ぐる しく,本 調査で提案 している システムはす

でに能力的には低い ものになっているといわねばな らない。 た とえば,検 索速度や入出力の課題 な

どは,16ビ ッ トのパ ソコンに変更す るだけで,か な りの部分が,改 善 され よう。 システムの機 能

ア ップについては,ソ フ ト,ハ ー ド共に常に検討 してい く必要がある。

第2の 特徴 と しては,大 阪通商産業局 と(財)関 西情報セ ンターの間でのデー タ交換の実験を行

った ことが あげ られ よう。 デー タ交換その ものは,技 術的にみてむずか しい ものでは ない。 しか し,

公 共的なデー タのや りとりをこの ような形で行 うこともできるとい うことを,示 し得た と考えてい

る。 パ ソコンの通信機能が,今 後さ らに強力にな り,フ ロッピー ディスクの入力媒体 としての ウエ

イ トもますます高ま るであろ うことは想像にか た くないわけであ り,本 調査の実験は将来はご く普

通のデー タ交換方法になるもの と思われ る。,'

そ の 他,具 体的な成果 として同一 フォーマ ン ト,同 一 キー ワー ド群に よる台帳づ くりを行 った こ

とがあげ られ る。台帳の重要性はすでに何度 も指摘 しているが,異 なる組織で同一 フォーマ ッ トの

台帳をつ くる ことはむずか しい ことである。本調査で行 った台帳づ くりもあ くまでも実験 とい うこ

とであ り各組織において,オ ー ソライズされ,今 後継続的に行われてい くものではない。 しか し,

本 調査に参加 した4つ の組織をケースとして,6,056冊 分 の台帳が,整 備されたことは,意 義深い

ことといって よいだろ う。 これ を足がか りに して,永 続的な台帳の整備へ と発展させねば な らない。
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本調査の対象地域 である近畿,中 国,四 国の情報環境 の実状調査を実施できた ことも成果 として

あげ られ よう。調査結果は,す でに記述 した とお りであ り,3地 域 の違いを明白にす ることがで き

た。58年 度 で行 った地域情報 センター構想に関す る ヒヤ リン グ調査 と合わせ て,具 体的な状況 を把

握す るのに有用だろ う。

5.2地 域 情 報 拠 点 の 形 成 お よ び あ り方

これか らの時代は,い かに情報を活用 し,ま た駆使するかが重要 な鍵 となる。光 ファイバー,衛

星通信など今後ますます発達す る情報通信技術に より,地 方にとって情報機能を向上させ るチャン

スが到来 しつつあるともいえ よう。

ところが,現 在の地方 における情報 システ ムは,各 企業な どの固有の人事 ・営業管理面において

か な りの向上がみ られてい るが,経 済,社 会関係の資料類に関 して システ ム的に管理の行われてい

る事例はす くな く,ど の ような箇所に どの ような資料が所在するのかす ら明らかでない場合 が多い。

こうした問題点をな くすためには,各 地域の情報 をシステム的に管理する核 を持つ ことが必要で

ある との認識の もとに,本 調査では地域情報 センター構想を提案 した。

さ らには,こ の地域の核を連携 し,各 地域間でのネ ットワー クを形成す る必要 も指摘 した。なぜ

なら,そ れが,そ れぞれの地域情報センターをつなぎ,地 域情報の広域的 な流通を促進す るからである。

ただ し,各 地域の核(地 域情報センターお よびそのサブセンター機能)が 整備 され,さ らにそれ

らを結ぶ域内 ネ ットワー クが充分整備 されれ ば,お のずか ら地域間ネ ットワークについては充実 し

て くるもの と思われる。 したがって,ま ず各地域 に しっか りした情報拠点,具 体的 には地域情報セ

ンター とサプセンターの形成,充 実が急務 と考え られる。

なお,ネ ッ トワー クについては域内,地 域間のいずれにおいてもオン ラインが理想で ある。 しか

し,い きな リオンライン化す ることは物理的に不可能であ り,オ フラインか らオ ンラインへ の段階

的な進展を考 えなければな らないだろ う。

その地域情報拠点形成へ のステ ップを示せば次の とおりである。まず,地 域情報 センター として,

そ れぞれの地域でもっとも適当な機関 を選び,セ ンター としての機能を果たせ る よう育成す る必要

が ある。地域情報 センターのサー ビス,た とえば ク リア リング情報の提供であれば,電 話に よる問

い 合わせ を中心 として,簡 易型デー タベースが あれば一部 フロッピーデ ィスクに よる情報流通 も考

え られ る。

次に対象機 関を地域内の各種調査機関,諸 団体等 にもひろげる。また,情 報 サー ビスの方法とし

て各地域内のオンラインネ ッ トワー クの実 現を考える。 もちろん フロッピーデ ィスクに よる流通 も

考え られ る。

さ らに,地 域相互で情報の交換体制の確立を 目指す。そのためには,セ ンター として育成 されて

きたそれぞれの地域の機関が確固とした地域情報センター として機能 しなければな らない。 オンラ

インネ ッ トワー クについては,そ れぞれの地域でのネ ットワーク化を進 めるもの とする。

最終的には,対 象機関を各地域 においてさ らに充実させ,近 畿,中 国,四 国の3地 域の地域情報

`
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センター間にオン ラインネ ットワー クを形成 し,相 互に情報 を交換で きる ようにす る。

地域情報 センター構想の構築手順 を概観すると以上の ようになろ う。 しか しなが ら,地 域情報セ

ンターの機能は頭書において述べた よ うにク リア リング情報の提供だけではない。

本調査では,最 も必要性の高い機能 としてク リア リング情報の提供を考え,シ ステ ム開発 も含め

て調査 して きたわけであるが,そ の他に も情報加工機能,情 報発生機能等重要な機能が残されてい

る。 これ らの機能について も,地 域情報センター発展の段階の中で具備 してい くように しなければ

な らない。

実際,情 報発生のための何 らかの手段,機 能がない と,積 極的 な地域の活性化 を図ることは きわ

めてむずか しい もの と言わねば な らない。 したが って,地 域情報 センターの機能強化は,ま さに地

域活性化のための基盤整備 として位置づけられる。

前述 した ような発展段階を順調に推移する もの として も,地 域情報センターの構築には相当の時

間,費 用,マ ンパ ワーが必要 である。各地域におけ る一層の努力が要請される ところである。

5.3今 後 の課 題

地域情報センターの機能を充分に発揮 し,更 に高めてい くためには,次 の点が課題 となるであろ

う。

① ユーザのニーズに合った情報を適時把握 し,整 備しておくこと。

② 情報提供(収 集)方 法を多様化 し,不 特定多数のユーザに対応できるようにしておくこと。

③ 情報の流通について,法 制面や民政面とともに,費 用分担や周知 ・普及などの利用面での幅広

いコンセンサスを得ておくこと。

(1)ユ ーザのニーズにつhて

不安定要因をはらむ低成長時代を迎え,企 業環境が益々厳しくなってい く中で,的 確に将来を

予測し,設 備投資や事業拡大,進 出などについて投資効率の高い企業戦略計画をたてることが重

要である。

そのためには,行 政 ・地域情勢や経済情勢について,精 度の高い良質な情報をタイムリーに入

手することが大前提である。たとえば,気 象,地 勢,人 口,労 働力などの基礎情報,産 業構成,

鉱工業生産額,開 発計画などの地域経済情報,企 業経営状態などの企業関連情報,所 得,消 費動

向,物 価などの市場関連情報など多種多様の情報を必要とする。情報の所在か ら言えば,官 公庁

や地方公共団体が所有する各種統計情報,各 界諸団体,調 査機関や研究所などが所有する各種調

査研究の報告書情報といったものが利用価値の高い情報と考えられる。

(2)情 報提供(収 集)方 法の多様化について

情報提供(収 集)の タイミングおよび媒体はユーザによって異なり,地 域情報センターとして

は柔軟に対応できるようにしておかなければならない。

情報提供(収 集)の タイミングは定期と随時がある。定期的な情報提供(収 集)は 内容が定型

的であり,事 前登録制の採用などで対応が可能である。しか し,随 時的な情報提供(収 集)は 内
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容が非定型的で必要情報の検索相談を伴 うものが多い と思われるので,受 付相談窓口を設置 し,

常時オー プン してお く必要があろ う。そのために もク リア リング機能 を充実 じ,常 に精度の レベ

ルアップをはか っていか なければ ならない。

情報提供(収 集)の 媒体はユー ザの情報 システ ム化の進展度に より,郵 便,マ イクロフィルム,

フ ァックス,フ ロ ッピーデ ィスク,磁 気 テープ,オ ン ラインな ど多種多様 であ り,ま た,規 格 も

必ず しも統一 されているものでない。 したがって,こ れに対応す るために設備機器の増大,運 用

システムの複雑化な どコス トの高騰を招 くので,こ の要因を抑える方策を検討する必要が ある。

理想の情報提供(収 集)方 法は,オ ンライン,リ アル タイム処 理に よる会話型検 索であるが,

至近年度での実現が 困難で あるので,需 要の拡大,情 報の整備体系化,ソ フ トウェアの開発,オ

ンライン情報 ネ ットワー クの形成 などの進展を,に らみなが ら検討 してい く必要がある。

(3)情 報流通につhてL

情 報流通に際 し次の点が問題 となる。

① 情報公開の問題

情報 を利用する立場か らは 自由に情報 を入手で きるに越 した ことはないが,現 実には 「情報

は非公開 」の姿勢が強い。 確かに,あ る程度の制限を必要 とする情 報は ある。 プライバシーの

保護を必要 とする個人情報,情 報提供者の利益確保 を必要 とす る商品価値のある情報,未 公表

の地域開発計画の情報 な ど,あ る特定者 にだけ利益 をもた らす可能性の ある行政情報,ほ か機

密扱いの情報がそれである。 ・'

しか し,こ れ ら以外の情報については情報公 開基準の ように一定のルールを設定 し,統 計 目

的外使用を制限 した統計法 などの制限緩和,官 公庁 と民間 との情報交換の促進など,基 本的に

は,情 報を公 開する とい う姿勢が必要である。

② 情報の質の問題

情報の価値は ユーザの欲す るタイミングと内容で決まるが,現 時点では公開の時期や形式の

面で問題がある。統計情報の公表時期の遅れが 目立つ とともに,情 報収集,整 備周期の不整合,

情報内容の地域的 アンバ ランス,情 報の分類体系,レ ベルの不統一 などがあ り,比 較分析が充

分行えない状態 である。

したがって,早 急 に上記の問題を解決 しなければ情報の利用ニーズ を高めることは困難であ

ろう。

③ 情報の費用の問題.'

必要 な情報を入手す るのに相応の対価 を支払 うのは,受 益者負担の原則か ら言 って当然であ

るので,情 報提供サー ビスの利用料金を合理的に設定 し,提 示す る必要が ある。

情報の検索 ・提供費用 など,需 要 に対応する変動的な費用は受益者を特定できるの で問題は

ないが,デ ー タの メンテナンス費用,コ ンピュー タシステムの運用費用など,固 定的な費用の

分担を どうす るかは,受 益者 を特定できないだけ にむずか しい問題で ある。

④ 情報提供サー ビスの問題
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ユーザに良質の情報提供サー ビスを提供するためには
,情 報の収集,加 工,総 合案内に必要

な優秀なスタッフを確保する必要がある。

また,情 報提供側のシステ ム運用の変更を不特定多数のユーザに対 し,い かに迅速に周知 し,

教 育,指 導す るか,そ の方法 を検討 してお く必要がある。

地域情報センターを効果 的に機能させ るため,以 上の ような課題 を解決 し,早 急に地域情報セ

ンター構想を実現することに よって情報化社会への対応を図っていかなければ な らない だろ う
。
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